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ＡＩに深い知見を有する米国の資産運用会社ＴＣＷが運用 
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 当ファンドは、日本を含む世界各国の株式の中から、主にＡＩ（人工知能）関連企業
の株式に投資を行います。株式の運用は、ハイテク企業の拠点として有名なシリコン 
バレーにも近いロサンゼルスに本社を置く、米国の資産運用会社ＴＣＷアセット・ 
マネジメント・カンパニーが行います。 

ＡＩ関連企業へのアクセスに優位性を持つＴＣＷ 

ロサンゼルスに本社を置き 
シリコンバレーやシリコンビーチに近いＴＣＷ 

シリコンビーチ 

 ＴＣＷアセット・マネジメント・カンパニーは、１９７１年設立のＴＣＷグループ（以下
「ＴＣＷ」といいます）傘下のグローバル資産運用会社です。 

 ＴＣＷは米国、英国、日本、香港に拠点を有し、機関投資家、年金基金、個人投資家向け
に幅広い運用サービスを提供しています。 

 ２０１６年６月末現在のＴＣＷの運用資産額は、１,９４６億米ドル（約２０.０兆円、 
１米ドル＝１０２.９１円で換算）です。 

 

 

 

ハイテク企業の新たな拠点「シリコンビーチ」 

 ハイテク企業の拠点としてはサンフランシスコのシリコンバレーが有名ですが、新たに注目
を集めているのがサンタモニカやベニス・ビーチなどのロサンゼルス沿岸部です。当エリア
はシリコンバレーにちなんでシリコンビーチと呼ばれています。 

 シリコンバレーより地価が安く事業コストが抑えられることや、メディアやエンターテイ 
メントに強い影響力を持つハリウッドに近いなど、地理的条件に恵まれたシリコンビーチ 
には、新興ハイテク企業のみならず、アルファベット（グーグル）、フェイスブックなどの 
大企業も続々と拠点を構えています。 
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ＡＩ分野に深い知見を有するチームが運用 

 当ファンドの運用チームのコアメンバー、ジェフリー・リンとトーマス・リーは、 
両名とも大学で電気工学を専攻、エンジニアとしての職務経験があります。 
テクノロジーセクターの株式運用に豊富な経験があり、ＡＩ関連企業の調査・分析に 
強みを有しています。  

 なお、２０１７年３月末現在では４９銘柄に投資していますが、組入上位 
１０銘柄は以下の通りとなっています。 

ジェフリー・リン 
 
シニア･ヴァイス･プレジデント 
株式運用チーム 
 

リード・ポートフォリオ・マネジャー 

トーマス・リー 
 
ヴァイス・プレジデント 
株式運用チーム 

サブ・ポートフォリオ・マネジャー 

か つ て ベ ン チ ャ ー キ ャ ピ タ リ ス ト と し て 活 躍 、 
現 在 も シ リ コ ン バ レ ー 等 の ハ イ テ ク 企 業 に 強 い 
コネクションを持っています。２２年の投資経験を 
有し、テクノロジーセクターの担当を１４年間続けて
います。 

かつて米国の電子・通信機器メーカーのモトローラに
て衝突予防システムの初期開発に従事していた経験を
持ちます。１９年の投資経験を有しています。 

運用支援体制 

グローバル＆
エマージング 
株式チーム 

株式調査 
チーム 

クレジット 
チーム 

リスク分析 
チーム 

ＴＣＷ 
AIシンギュラリティ 

戦略チーム 

  銘柄 業種 国・地域 比率 
1  マイクロン・テクノロジー 情報技術  アメリカ 3.5% 
2  アリスタ・ネットワークス 情報技術  アメリカ 3.5% 
3  テスラ 一般消費財・サービス  アメリカ 3.3% 
4  アメリカン・タワー 不動産  アメリカ 3.3% 
5  アマゾン・ドット・コム 一般消費財・サービス  アメリカ 3.2% 
6  アップル 情報技術  アメリカ 3.2% 
7  フェイスブック 情報技術  アメリカ 3.2% 
8  ニュアンス・コミュニケーションズ 情報技術  アメリカ 3.1% 
9  デルファイ・オートモーティブ 一般消費財・サービス  イギリス 3.0% 
10  ＩＢＭ 情報技術  アメリカ 2.7% 

出所）ＴＣＷアセット・マネジメント・カンパニー等のデータをもとにニッセイアセットマネジメント作成 
上記は、当ファンドが主に投資対象とする「TCWファンズⅡ－TCWグローバルAI株式ファンド」の状況を表示しており、 
ＴＣＷアセット・マネジメント・カンパニーの資料（現地月末前営業日基準）に基づきニッセイアセットマネジメントが作成して 
います。対組入株式等評価額比。業種はＧＩＣＳ分類（セクター）によるものです。なお、ＧＩＣＳに関する知的財産所有権は 
Ｓ＆ＰおよびＭＳＣＩ Ｉｎｃ.に帰属します 

2017年3月末現在 組入上位10銘柄 （銘柄数：49） 
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ポートフォリオを機動的にコントロール 

 ＴＣＷは、投資環境の変化に応じてポートフォリオを機動的に調整します。 

 例えば、組入上位１０銘柄の一つであるテスラは、ファンド設定来保有を継続して 
いますが、その組入比率は同社の業績動向等の調査・分析に基づき、機動的に 
コントロールしています。 

テスラ 設定来の株価の推移と組入比率 

 ファンド設定当初の２０１６年１１月３０日時点では、同社の株式を１.８％組み 
入れていましたが、２０１７年1月中に買い増しを行い、２月１３日時点では２.４％ 
まで組入比率を引き上げました。しかしその後は割高感や増資懸念等から一部売却を 
行い、３月１日時点では組入比率を１.４％まで引き下げました。 

 ２月２２日の決算発表以降は、増資に伴う希薄化リスクが市場で高まり株価は下落 
しましたが、３月１５日に公表された増資の規模は、市場が懸念したほどではなかった
ため、株価は切り返す展開となりました。なお、ＴＣＷも増資に応じ組入比率を 
引き上げています。 

 その後４月２日に、同社が市場予測を上回る２０１７年第１四半期の出荷台数を公表
したことから株価は上昇、翌３日には同社の時価総額がビッグスリー（米自動車大手 
３社）の一角を占めるフォードを上回りました。なお、同社の株価が高値を更新した 
４月１０日時点の組入比率は３.４％となっています。 

出所）ＴＣＷアセット・マネジメント・カンパニー等のデータをもとにニッセイアセットマネジメント作成 
上記は、特定の銘柄を推奨するものではありません。 

2016/11/30 
株価：189.4 

組入比率：1.8％ 

2017/2/13 
株価：280.6 

組入比率：2.4％ 

2017/3/1 
株価：250.0 

組入比率：1.4％ 

2017/4/10 
株価：312.4 

組入比率：3.4％ 

2017/2/22 
決算発表 

2017/3/15 
増資 

1月中に買い増し 
組入比率引き上げ 

割高感と増資懸念等から 
組入比率引き下げ 

2017/4/2 
出荷台数 

公表 
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① 日本を含む世界各国の株式の中から、主にＡＩ（人工知能）関連企業の株式に投資を行います。 
② 株式の運用は、ＴＣＷアセット・マネジメント・カンパニーが行います。 
③ 「為替ヘッジあり」と「為替ヘッジなし」の2つのファンドから選択いただけます。 

●ファンド（指定投資信託証券を含みます）は、値動きのある有価証券等（外貨建資産には為替変動リスクも 
あります）に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、投資元本を割込むことがあります。 

●ファンドは、預貯金とは異なり、投資元本および利回りの保証はありません。運用成果（損益）はすべて投資者の
皆様のものとなりますので、ファンドのリスクを十分にご認識ください。 

主な変動要因 

基準価額の変動要因 

※ご購入に際しては、投資信託説明書（交付目論見書）の内容を十分にお読みください。 

株式投資リスク 株式は国内および国際的な景気、経済、社会情勢の変化等の影響を受け、また業績悪化 
（倒産に至る場合も含む）等により、価格が下落することがあります。 

為替変動リスク 

〈為替ヘッジあり〉 
外貨建資産については、原則として対円での為替ヘッジを行い為替変動リスクの低減を 
図ります。ただし、為替ヘッジを完全に行うことができるとは限らないため、外貨の 
為替変動の影響を受ける場合があります。また、円の金利が為替ヘッジを行う当該外貨
の金利より低い場合などには、ヘッジコストが発生することがあります。 

〈為替ヘッジなし〉 
外貨建資産については、原則として対円での為替ヘッジを行わないため、為替変動の 
影響を直接的に受けます。一般に円高局面ではファンドの資産価値が減少します。 

カントリーリスク 外国の資産に投資するため、各国の政治・経済情勢、外国為替規制、資本規制等による
影響を受け、ファンドの資産価値が減少する可能性があります。 

流動性リスク 市場規模が小さいまたは取引量が少ない場合、市場実勢から予期される時期または価格
で取引が行えず、損失を被る可能性があります。 

分配金に関する留意事項 
 分配金は、預貯金の利息とは異なり、ファンドの信託財産から支払われますので、分配金が支払われると、その金額

相当分、基準価額は下がります。 
 分配金は、計算期間中に発生した収益（経費控除後の配当等収益および評価益を含む売買益）を超えて支払われる 

場合があります。その場合、当期決算日の基準価額は前期決算日と比べて下落することになります。また、分配金の
水準は、必ずしも計算期間におけるファンドの収益率を示すものではありません。 

 受益者のファンドの購入価額によっては、支払われる分配金の一部または全部が実質的に元本の一部払戻しに 
相当する場合があります。ファンド購入後の運用状況により、分配金額より基準価額の値上がりが小さかった場合も
同様です。 
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手 続 ・ 手 数 料 等 

ファンドの費用 

お申込みメモ  

ご購入に際しては、投資信託説明書（交付目論見書）の内容を十分にお読みください。 

購入単位 販売会社が定める単位とします。 

購入価額 購入申込受付日の翌営業日の基準価額とします。 

換金価額 換金申込受付日の翌営業日の基準価額とします。 

換金代金 換金申込受付日から起算して、原則として6営業日目からお支払いします。 

申込締切時間 原則として毎営業日の午後3時までに販売会社の手続きが完了したものを当日受付分とします。 

申込不可日 ニューヨーク証券取引所、ニューヨークの銀行のいずれかの休業日と同日の場合は、購入・換金・スイッチ
ングの申込みの受付けを行いません。 

信託期間 2026年10月26日まで（設定日：2016年11月30日） 

繰上償還 委託会社はあらかじめ受益者に書面により通知する等の手続きを経て、ファンドを繰上償還させることが 
あります。 

決算日 10月25日（該当日が休業日の場合は翌営業日） 

収益分配 年１回の毎決算日に、収益分配方針に基づき収益分配を行います。 

課税関係 課税上は株式投資信託として取扱われます。公募株式投資信託は税法上、少額投資非課税制度の適用対象 
です。 

当該費用の合計額、その上限額および計算方法は、運用状況および受益者の保有期間等により異なるため、事前に記載することはできません。 ！ 

詳しくは、投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。 ！ 

！ 

投資者が直接的に負担する費用 

購入時 購入時手数料 
（1万口当り） 

購入申込受付日の翌営業日の基準価額に3.24％（税抜3.0％）を上限として販売会社が独自に 
定める率をかけた額とします。 
※ 料率は変更となる場合があります。詳しくは販売会社にお問合せください。 

換金時 信託財産留保額 ありません。 

投資者が信託財産で間接的に負担する費用 

毎 日 

運用管理費用 
(信 託 報 酬) 

ファンドの純資産総額に年率1.269％（税抜1.175％）をかけた額とし、ファンドからご負担 
いただきます。 

投資対象とする 
外国投資信託証券 年率0.6%程度 

実質的な負担 ファンドの純資産総額に年率1.869％（税込）程度をかけた額となります。 

監 査 費 用 ファンドの純資産総額に年率0.0108％（税抜0.01％）をかけた額を上限とし、ファンドからご負担
いただきます。 

随 時 その他の費用・ 
手数料 

組入有価証券の売買委託手数料、信託事務の諸費用および借入金の利息等はファンドからご負担 
いただきます。これらの費用は運用状況等により変動するため、事前に料率・上限額等を記載する 
ことはできません。 
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ご留意いただきたい事項 
●投資信託はリスクを含む商品であり、運用実績は市場環境等により変動し、運用成果（損益）はすべて投資者の皆様のものとなります。

投資元本および利回りが保証された商品ではありません。 
●当資料はニッセイアセットマネジメントが作成したものです。ご購入に際しては、販売会社よりお渡しする投資信託説明書（交付 

目論見書）、契約締結前交付書面等（目論見書補完書面を含む）の内容を十分にお読みになり、ご自身でご判断ください。 
●投資信託は保険契約や金融機関の預金ではなく、保険契約者保護機構、預金保険の対象とはなりません。証券会社以外の金融機関で 

購入された投資信託は、投資者保護基金の支払対象にはなりません。 
●当資料のいかなる内容も将来の運用成果等を示唆あるいは保証するものではありません。また、資金動向、市況動向等によっては 

方針通りの運用ができない場合があります。 
●当資料は信頼できると考えられる情報に基づいて作成しておりますが、情報の正確性、完全性を保証するものではありません。 

取扱販売会社一覧 
※販売会社は今後変更となる場合があります。また、販売会社によっては、新規のお申込みを停止している場合もあります。 
  詳しくは、販売会社または委託会社の照会先までお問合せください。 

委託会社【ファンドの運用の指図を行います】 ファンドに関するお問合せ先 

ニッセイアセットマネジメント株式会社 
金融商品取引業者登録番号 関東財務局長（金商）第369号 
加入協会：一般社団法人投資信託協会 一般社団法人日本投資顧問業協会 

ニッセイアセットマネジメント株式会社 
コールセンター：0120-762-506 
（午前9時～午後5時 土、日、祝祭日は除きます） 
ホームページ： https://www.nam.co.jp/ 受託会社【ファンドの財産の保管および管理を行います】 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取 扱 販 売 会 社 名 
 

金融商品 
取引業者 

 
登録金融 

機関 
登 録 番 号 日本証券業 

協会 
一般社団法人 

日本投資 
顧問業協会 

一般社団法人 
金融先物 

取引業協会 

一般社団法人 
第二種金融 
商品取引業 

協会 

 藍澤證券株式会社 ○  関東財務局長(金商)第6号 ○ ○ 
 岩井コスモ証券株式会社 ○    近畿財務局長(金商)第15号 ○   ○ 
 宇都宮証券株式会社 ○  関東財務局長(金商)第32号 ○ 
 エイチ・エス証券株式会社 ○    関東財務局長(金商)第35号 ○       
 エース証券株式会社 ○    近畿財務局長(金商)第6号 ○     
 株式会社ＳＢＩ証券 ○  関東財務局長(金商)第44号 ○ ○ ○ 
 岡三証券株式会社 ○    関東財務局長(金商)第53号 ○ ○ ○ 
 極東証券株式会社 ○  関東財務局長(金商)第65号 ○ ○ 
 光世証券株式会社 ○  近畿財務局長(金商)第14号 ○ 
 ＫＯＹＯ証券株式会社 ○  関東財務局長(金商)第1588号 ○ 
 静岡東海証券株式会社 ○  東海財務局長(金商)第8号 ○ 
 株式会社証券ジャパン ○  関東財務局長(金商)第170号 ○ 
 株式会社しん証券さかもと ○  北陸財務局長(金商)第５号 ○ 
 大山日ノ丸証券株式会社 ○  中国財務局長(金商)第5号 ○ 
 髙木証券株式会社 ○  近畿財務局長(金商)第20号 ○ 
 東海東京証券株式会社 ○  東海財務局長(金商)第140号 ○ ○ ○ 
 とうほう証券株式会社 ○  東北財務局長(金商)第36号 ○ 
 内藤証券株式会社 ○  近畿財務局長(金商)第24号 ○ 
 日本アジア証券株式会社 ○  関東財務局長（金商）第134号 ○ 
 フィデリティ証券株式会社 ○  関東財務局長（金商）第152号 ○ 
 マネックス証券株式会社 ○  関東財務局長(金商)第165号 ○ ○ ○ 
 丸八証券株式会社 ○  東海財務局長(金商)第20号 ○ 
 三木証券株式会社 ○  関東財務局長(金商)第172号 ○ 
 楽天証券株式会社 ○    関東財務局長(金商)第195号 ○ ○ ○ ○ 
 株式会社静岡銀行(※)   ○  東海財務局長(登金)第5号 ○   ○   
(※)「為替ヘッジなし」のみ、インターネットのみのお取扱いとなります。  
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